第１号の１様式

緊急経営安定対策　専門家派遣申請書（新型コロナ対応枠）
令和　　年　　月　　日

公益財団法人　にいがた産業創造機構　理事長　様

緊急経営安定対策専門家派遣事業による専門家の派遣を以下のとおり申請いたします。

	企業名
	

	所在地
	(〒　　　－　　　　)


	代表者名
	
	印

	連絡先
	TEL：（　　　　）　　　－　　　　　FAX：（　　　　）　　　－　　　　　

	
	e-mail：

	担当者名
	

	業種
	
	創業年月
	年　　　月

	資本金
	千円
	従業員数
	名（うちパート　　名）

	売上金
	前期：　　　　　　　　千円　　／　　今期：　　　　　　　　千円

	派遣希望専門家等
	氏　名
	

	申請要件の確認事項　※当社は、以下の1⃣～2⃣の全てに該当します。
1⃣新型コロナウイルス感染症の影響による借入の状況【次の①または②のいずれかに該当する】
①金融機関から、セーフティネット保証４、５号、危機関連保証、新型コロナウイルス対策融資の
借入を行っている。〔□該当する〕
　②金融機関から、上記の借入を行う予定であり、市町村認定を受けている。　　〔□該当する〕

2⃣雇用の維持を行っている。（令和２年１月２４日以降、以下の解雇等を行っていない。）　 〔□該当する〕
①期間の定めのない労働者を、事業主都合により解雇した場合
②期間の定めのある労働者を、解雇とみなされる労働者の雇い止め、事業主都合により中途契約解除等した場合

③派遣労働者を、契約期間満了前に事業主都合により契約解除等した場合

	新型コロナウイルス感染症の自社の経営に及ぼす影響について（複数回答）
□①売上減少

□②国内仕入れ先からの仕入れ、調達に支障をきたしている

□③海外仕入れ先からの仕入れ、調達に支障をきたしている

□④サプライチェーン断絶による生産の停滞・減少

□⑤資金繰り悪化　　　　　　　　　□⑥原材料や調達資材の価格上昇
□⑦国内外への出張中止・延期　　　□⑧社員の出勤停止、時差出勤への対応

□⑨その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	現在行っている事業


	（専門家による）希望する支援の具体的な内容と期待する効果

	· 希望する支援の具体的内容


	●期待する効果


	支援内容スケジュール（予定）

	
	時期
	各回の支援内容について

	第１回
	　　月頃
	

	第２回
	　　月頃
	

	第３回
	　　月頃
	

	経営計画の必要性について
　①経営計画が必要となる時期　（令和　　　年　　　月）

　②必要となる理由
　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕


	派遣希望専門家との関係　※派遣を希望する専門家と当社との関係は以下のいずれにも該当しません。
①専門家が当社の４親等以内の親族である。

②専門家が当社の発行株式総数、出資口数の総数若しくは出資価額の総額の50%以上に相当する数若しくは額の株式若しくは出資を所有する企業に在籍する者または所有する者である。

③専門家が、その発行済株式の総数若しくは出資口数の総数の50%以上に相当する数の株式を当社が所有し、若しくは出資をしている企業又はその企業の出資価額の総額の50%以上に相当する額の出資を当社が行っている企業に在籍する者又は所有する者である。


※以下は、経営改善計画の策定を希望する場合に記載してください。
　　　＜関係機関との事前相談に係る誓約欄＞
●本申請の内容に関しては、下記関係機関に事前相談済みです。
	関係機関名
（金融機関・

支店名）
	

	関係機関住所
	〒


	ご担当者氏名
	
	電話番号
	
	Fax番号
	


